
 

 
 

 
 

経 済 産 業 省 
 

２０２０１１１１電委第１５号  
令 和 ３ 年 １ 月 １ ２ 日  

 
経済産業大臣 殿 

 
電力・ガス取引監視等委員会委員長   

 
 

旧一般ガスみなしガス小売事業者による指定旧供給区域等小売供給

に係る指定旧供給区域等の指定の解除について（回答） 
 
 
令和２年１１月１１日付け２０２０１１０５資第４号により、貴職から当委員

会に意見を求められた、電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法

律第４７号）附則第二十二条第二項に規定する経済産業大臣の指定の解除に関

し、下記のとおり回答いたします。 
 

記 
 

卸取引所が開設されていないといったガスの卸取引市場の現状や、東京瓦斯

株式会社、大阪瓦斯株式会社及び東邦瓦斯株式会社の指定旧供給区域における

他のガス小売事業者の実情を踏まえると、これらの区域における他のガス小売

事業者に十分な供給余力が確保されていると判断するためには、将来にわた

り、他のガス小売事業者が外部から調達する供給力を含めて十分な供給力を確

保できる環境が整備されていることが必要である。 
また、東京瓦斯株式会社、大阪瓦斯株式会社及び東邦瓦斯株式会社の指定旧

供給区域については、他燃料との競合のみでは指定解除要件を満たしておら

ず、当該区域の都市ガス利用率が 50%を超えている状況を踏まえると、将来に

わたって適正な競争関係が確保されるためには、ガス小売事業への新規参入が

円滑化される環境が整備されていることが必要である。 
 
したがって、当該旧一般ガスみなしガス小売事業者による指定旧供給区域等

小売供給に係る指定旧供給区域等の指定の解除を行うためには、当該区域の旧



 

 
 

 
一般ガスみなしガス小売事業者から、次の意思表明がなされている必要があ

る。 

 
（１）他の事業者から、ガス製造に係る業務（熱量調整や付臭など一部工程

に係る業務を含む。以下同じ。）の委託の依頼があった場合には、設備余

力がないなどの理由がない限りは、それを受託する。特に、既にガス製

造に係る業務の委託契約を締結している事業者がその業務の継続を希望

する場合には、止むを得ない理由がない限りは、それを継続する。 
 
（２）他の事業者から、ガスの卸供給の依頼があった場合には、供給余力が

ないなどの理由がない限りはこれを行う。 
 
（３）「スタートアップ卸」について、旧一般ガスみなしガス小売事業者の小

売事業との競争性を確保できる価格水準で都市ガスを調達できる環境を

整備し、新規参入を支援するために開始された趣旨を踏まえ、利用実績

が上がるよう、積極的に取り組む。この際、卸価格の設定に当たって

は、「旧一般ガスみなしガス小売事業者の標準メニューの最も低廉な小売

料金から一定の経費を控除し算定した上限卸価格の下で、卸元事業者と

利用事業者が個別に卸価格を交渉する」ものとされていることを踏ま

え、他の事業者からの求めに応じて誠実に交渉を行い、対応する。 
 

以上 
 


